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【Abstract】
　The main issue is to recognize the revise of The Scope of The Official Business Skill Test in Bookkeeping, 
Japanese Chamber of Commerce and Industry（JCCI）.
　We understand The Official Business Skill Test in Bookkeeping（JCCI） as a significance skill test for 
business person. Also, we think the test an important education tool of training accounting and 
bookkeeping.
　In the process of introducting revised questions and answers, we’ll again understand the test a playing 
role of education tool.
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　（1）昭和 34 年 9 月 1 日制定
　（2）昭和 58 年 2 月 22 日改定
　（3）平成 6 年 12 月 20 日改定
　（4）平成 11 年 4 月 1 日改定
　（5）平成13 年1月1日改定（平成14 年 4月1日施行）
　（6）平成17年11月16日改定（平成18 年4月1日施行）
　（7）平成18年12月25日改定（平成19年4月1日施行）
　（8）平成 21年1月7日改定（平成 21年 4月1日施行）




















度，平成 28 年度，平成 29 年度，平成 30 年度に
わたり改定する予定となっている。








































　① 4 月 6 日に＠￥231.5 にて 400 株購入した。
購入代価と購入手数料￥900 の合計は後日支払
うこととした。












　① 10 月 2 日に B 社社債（利率：年 1.2％，利










年 7 月 31 日の利払いに適用される利率は年
1.5％である。




















































































　（＠ 350.5 －＠￥242）× 1,000 株＝￥108,500
　￥108,500 －￥3,500 ＝￥105,000
　未収入金 347,000  その他有価証券 247,000


















































取得日 取得価額 株数・口数 時価 売却損益等
売買目的
有価証券＊1





4 月 3 日
＠ 3,200 100 株 ＠ 2,800 －
B 社社債＊2
平成 26 年
2 月 4 日





10 月 1 日





4 月 1 日
＠ 2,000 1,000 株 ＠ 2,350 －
E 社株式＊4
平成 27 年
3 月 14 日
＠ 1,200 500 株 － －
『和光経済』第 49 巻第 2 号28
する問題である。まずは，A 社株式と B 社社債
について時価へ評価替えを行うことが必要になる。
　〇その他有価証券帳簿価額￥557,500 －（A 社株
















　〇￥11,250 ＝￥250,000 ×年 4.5％
　また，C 国債も有価証券利息が生じる。
　〇￥3,600 ＝￥200,000 ×年 1.8％
　注にあるように，償却原価法による処理額は次
のとおりである。


































なものである。また，平成 X7 年 4 月から平成

























































　製造間接費 70,000  材料 90,000
　賃金 80,000/現金 80,000




























　法人税等 343,000  仮払法人税等 150,000




　資料 1 残高試算表￥3,530,000 ＋資料 2 ￥320,000
＝￥3,850,000
　（2）売上原価
　資料 1 残高試算表￥2,265,000 ＋資料 2 ￥220,000




　資料 1 残高試算表￥478,260 ＋資料 2 ￥14,020
＋資料 2 ￥1,400 ＋資料 2 ￥16,000 ＝￥509,680




　資料 2 ￥6,000 －資料 2 ￥5,000 ＝￥1,000
　（7）営業外費用
















































1） 日本商工会議所（2015），平成 28 年度以降の簿記検定試験
出題区分表等の改定等について　http://www.kentei.ne. 












は年 4.5％，利払日は年 2 回（1 月末日および 7 月末日），
満期日は平成 29 年 7 月末である。なお，取得価額と額面金
額との差額は金利の調整と認められないため，償却原価法
は適用しない。＊ 3：1 口当たりの額面は＠￥100，利率は
年 1.8％，利払日は年 2 回（9 月末日および 3 月末日），満
期日は平成 27 年 9 月末（当期末より 1 年以内）である。な
お，取得価額と額面金額との差額は金利の調調整と認めら
れる。＊ 4：Ｅ社は非上場である。
（2016 年 9 月 23 日　受稿）2016 年 10 月 26 日　受理
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